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○災害対策基本法（抜粋）

（基本理念）

第二条の二 災害対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われるものとする。

一 我が国の自然的特性に鑑み、人口、産業その他の社会経済情勢の変化を踏まえ、災害の発

生を常に想定するとともに、災害が発生した場合における被害の最小化及びその迅速な回復を
図ること。

二 国、地方公共団体及びその他の公共機関の適切な役割分担及び相互の連携協力を確保す

るとともに、これと併せて、住民一人一人が自ら行う防災活動及び自主防災組織（住民の隣保
協同の精神に基づく自発的な防災組織をいう。以下同じ。）その他の地域における多様な主体
が自発的に行う防災活動を促進すること。

三 災害に備えるための措置を適切に組み合わせて一体的に講ずること並びに科学的知見及び
過去の災害から得られた教訓を踏まえて絶えず改善を図ること。

四 災害の発生直後その他必要な情報を収集することが困難なときであつても、できる限り的確

に災害の状況を把握し、これに基づき人材、物資その他の必要な資源を適切に配分することに
より、人の生命及び身体を最も優先して保護すること。

五 被災者による主体的な取組を阻害することのないよう配慮しつつ、被災者の年齢、性別、障
害の有無その他の被災者の事情を踏まえ、その時期に応じて適切に被災者を援護すること。

六 災害が発生したときは、速やかに、施設の復旧及び被災者の援護を図り、災害からの復興を
図ること。

防災の基本理念
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○我が国の防災の基本理念は、災害対策基本法において規定されている

(1)



防災マネジメント
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○「法制度・計画等」、「地域のリスク評価」、「組織運営」のそれぞれについて、
PDCAサイクルで継続的に改善を図っていくことが重要

(2)

組織運営法制度・計画等 地域のリスク評価

P

D

C

A 継続的
改善

計画

実行

評価

改善

• 災害関連法
• 防災計画

• ハザード
• 地域の脆弱性

• 指揮統制
• 情報企画
• 資源管理
• 人材育成



災害関連法
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(4)

主な災害対策関係法律の類型別整理表



防災計画
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○「防災基本計画」は、災害対策基本法に基づき、中央防災会議が作成する
計画で、「防災業務計画」や「地域防災計画」の基本となるもの

○ 指定行政機関・指定公共機関は「防災業務計画」を、都道府県防災会議・
市町村防災会議は「地域防災計画」を作成

○災害対策基本法第４０条、第４２条の規定に基づき、都道府県及び市町村
は 防災基本計画に基づき地域防災計画を作成、毎年検討し、修正

防災計画の種類 計画作成機関 計画に定める主な事項

防災基本計画 中央防災会議
(会長：内閣総理大臣）

・防災に関する総合的かつ長期的な計画

・防災業務計画及び地域防災計画において重点を
置くべき事項

防災業務計画

指定行政機関
（中央省庁）

指定公共機関
（独立行政法人、日本銀行、日
本赤十字社、日本放送協会、通
信会社、電力会社、ガス会社、
道路会社、鉄道会社 など）

・所掌事務について、防災に関しとるべき措置

・所掌事務に関し地域防災計画の作成の基準とな
るべき事項

（指定行政機関の防災業務計画）

都道府県
地域防災計画

市町村
地域防災計画

都道府県防災会議
（会長：知事）

市町村防災会議
（※１）

（会長：市町村長）

・当該地域に係る防災に関し、関係機関（※２）の処理
すべき事務又は業務の大綱

※２ 都道府県：指定地方行政機関、都道府県

及び市町村、指定公共機関、指定地方

公共機関及び区域内の公共的団体等

市町村：当該市町村及び公共的団体等

・当該地域に係る災害予防、災害応急対策並びに災害
復旧に関する事項別の計画

※１ 市町村防災会議を設置しない市町村にあっては、当該市町村の市町村長

(5)

① 大規模広域災害への即応
力の強化

② 被災地への物資の円滑な
供給

③ 住民等の円滑かつ安全な
避難

④ 被災者の避難生活や生活
再建に対するきめ細やかな
支援

⑤ 事業者や住民等との連携

⑥ 大規模災害からの円滑か
つ迅速な復興

⑦ 津波災害対策の充実

⑧ 原子力災害対策の充実

地域防災計画で
特に重点を置くべき事項



7

被害予測 （リスク評価）

○地域に影響を及ぼす恐れのあるハザードと地域の脆弱性を理解のうえ、ハザー
ド毎、地域毎にリスク評価を実施し、継続的に検証する

(16)

リスク
評価

災害
予防
対策

リスク 被害想定 発生確率＝ ×

被害想定 ハザード 地域の脆弱性＝ ，

等

（地域の脆弱性の理解）（ハザードの理解）

ハザード

風水害津波災害 土砂災害火山災害 雪害地震災害

地 震 台風 ・ 豪雨火山噴火 豪 雪 等

被害抑止策 被害軽減策

地域のリスク評価 (6)

ｆ （ )

脆弱性暴露
(量・パターン)

地域の
脆弱性



ハザードの理解

8①防災基礎 牛山先生研修資料を基に作成

○「ハザード」とは、地震、豪雨など、被害をもたらす原因となる現象のこと

○「災害」とは、ハザードによって人間社会が受ける被害のこと

○「ハザード」の理解を深めることで、リスク評価に反映させる

(7)

等

風水害津波災害 土砂災害火山災害 雪害地震災害

地 震 台風 ・ 豪雨火山噴火 等豪 雪

構造物の倒
壊・破損

建物倒壊に
よる圧死

床上浸水

浸水による
溺死

構造物の流
失・破損

津波に流さ
れ溺死

構造物の倒
壊・破損

土砂に埋ま
り窒息死

大きな噴石
による構造
物の破壊

火砕流によ
る焼死

積雪による
家屋の倒壊

雪崩による
死者

ハ
ザ
ー
ド

災
害
の
例

災
害



地域の脆弱性の理解
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(8)

○「地域の脆弱性」とは、ハザードにより被害という影響を受ける程度のこと

○「地域の脆弱性」は、ハザードの影響を受ける人々、財産、システム等の
被害対象（曝露）及び被害対象のハザードに対する脆弱性によって決定
される

○「地域の脆弱性」については、自然条件の変化のみならず、社会環境の
変化も災害リスクを高める要因となるため、継続的に見直し、リスク評価
に反映させる

地 震

台風 ・ 豪雨

火山噴火

等

豪 雪

脆弱性
（Vulnerability）

曝 露
（Exposure）

ハザード

: 地域社会、システム及び資産が有する、
ハザードの悪影響を受けやすくさせるよ
うな特徴及び状況

: ハザードの影響を受ける地帯に存在し、
その影響により損失を被る可能性のあ
る人々、財産、システム、その他の要素

地域の脆弱性
２つの観点から評価

継続的に見直し、リスク評価に反映



組織運営
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(9)

○災害時の組織運営は、 「指揮統制」、「参謀」、「事案処理」の３機能が必要

○「指揮統制」機能は、危機対応面において、対応活動の方針を決定し組織
全体の組織体制を総括する

○「参謀」機能は、情報統括・対応計画・資源管理を行い、指揮統制を補佐し
て効率的な運営を行う

○「事案処理」機能は、指揮統制者の指令に基づき現場対応を行う



指揮統制
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(10)

○指揮調整者（首長、危機管理監、防災監等）は、次から次へと変化する状
況する中で、一元的・全庁的に対応することが求められる

○指揮調整者は、指揮統制のための参謀となるスタッフを置き、参謀の補佐
を受けながら、リーダーシップをもって、現場対応にあたる実行部隊を指揮
調整する

○指揮統制を行うにあたっては、職員の健康と安全を確保するとともに、適
時・適切な関係者への広報活動、防災関係機関との円滑な連携調整の実
現に、責任をもって対応する必要がある

指揮調整者
（首長、危機管理監、防災監等）

情報企画部門各実行部隊 資源管理部門 財務・総務部門

広報担当

安全担当

連絡調整担当

指揮統制

事案処理

参謀長（部門長） 参謀長（部門長） 参謀長（部門長）

参謀

各部隊長（部局長）



情報企画
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(11)

○「情報企画」とは、参謀機能の１つであり、「情報統括」と「戦略立案」の２
つの機能からなる

○「情報統括」では、組織を取り巻く外的状況と組織内各部局の被害・対応
状況について情報収集・分析することで、災害の全体像を明らかにする

○「戦略立案」では、情報統括の活動で明らかになった状況に基づき、当面
の対応計画を立案する

状況認識の統一
ある時点でどのような状況になっているか
についての全体像を責任担当期間ごとに
明らかにする

当面の対応計画立案
当面の活動案を作成し、文書にまとめる



資源管理
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(12)

○「資源管理」とは、参謀機能の１つであり、「人的資源管理」と、「物的資源管
理」の２つの機能からなる

○「人的資源管理」では、職員の配置変更や、応援職員等の要請・受入により
必要な役務を提供する

○「物的資源管理」では、災害対策本部等における施設設備の整備や、食料・
物資等の供給、人・物の輸送や燃料供給等により災害対応業務を支援する



人材育成
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(13)

○迅速かつ的確な災害対策を行うことができるかどうかは、人材の資質に
依るところが大きく、「研修」や「訓練」を通じて体系的に人材育成を推進
する必要がある

○人材育成は、①組織のトップとして組織全体の「指揮統制」を担う「首長、
危機管理監、防災監等」と、②災害対策本部において首長等を補佐する
「参謀」を担う「防災担当職員」、③各部門で専門的な「事案処理」を担う
「各部局の職員」の３つの機能（役割）に対して、それぞれに求められる
能力（知識・技能・態度）を身につける必要がある

指揮統制
首長、危機管理監、防災監等

事案処理
各部局の職員

参 謀
防災担当職員

それぞれに求められる能力 （知識・技能・態度） を
「研修」 や 「訓練」 を通じて体系的に身につける

マネジメント力

オペレーション力

• 個別課題の対応に専門的に従事する職員
• 防災業務全般に関する基礎的な知識があり、一定程度の調整ができる
• 予防、応急、復旧復興の各段階における専門的な業務を迅速に実行できる

• 本部運営の中枢的役割を担う職員
• 組織のトップの懐刀として、防災業務を全般的に調整できる

• 組織の責任者として、災害対応に関するすべての責任を持つ組織のトップ
• 対応活動の目標を立て、戦略、優先順位を決定し、指揮・調整することができる



防災対策

地震

火山噴火

台風・豪雨

豪雪

等

ハザード 人間社会

国土保全

災害に強いまちの形成

建物・施設等の耐災性確保

被害抑止策

住民の防災活動

自主防災組織等の防災活動

企業のBCP
行政のBCP
受援計画の策定

ハザードマップの作成

被害軽減策

警報等の収集・
伝達

災害未然防止
活動

避難勧告等の
発令

避難誘導

避難

被災後対応

被害想定

リスク評価

緊急輸送ルートの確保

広域応援部隊による支援

・警察災害派遣隊

・緊急消防援助隊

・自衛隊

・TEC-FORCE
医療

応急復旧活動

被害拡大・二次災害防止

災害救助法と生活再建支援法
の運用

多様な主体による被災者支援

・自衛隊

・警察

・消防団、民生・児童委員

・ボランティア

・災害時要配慮者への支援

避難所運営

避難所以外の避難者の避難生
活支援

・医療・福祉・・教育施設

・旅館・ホテル

・在宅避難

仮設住宅の確保・入居・解消

医療による被災者支援

被災者支援の個別課題へ対応

・遺体処理

・帰宅困難者対策

・広域避難

・生活再建

応急活動 被災者支援

・空振りは許される
が見逃しは許され
ない

・最悪の事態を想定して行動せよ
・疑わしきときは行動せよ

の
原
則

災
害
対
応

警報避難

災害廃棄物処理

被災施設の復旧

復興計画の策定

基盤復興

社会復興

生活復興

産業復興
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直前対策災害予防

・想定外が発生する
・準備したものでなければ機能しない

・いち早く社会をもとに戻す
・災害を機により強いまちづくりする

(14)

訓練

研修

人材育成 ・指揮調整 ・広報 ・安全管理 ・連絡調整

・災害情報の収集 ・計画立案

・自治体間の支援 ・物資調達・供給 ・組織環境の整備

指揮統制

情報企画

資源管理

復旧復興

組
織
運
営

災害関連法
防災計画

法制度・計画等



災害予防対策

○災害予防対策として、「被害を出さないための備え（被害抑止策）」 と、被害
を防ぎきれなかった場合に 「被害を可能な限り最小限に留めて早期に回復
させるため備え（被害軽減策）」 をそれぞれ進めていくことが必要

被害軽減策

自助・共助

被害抑止策

公 助

• 受援計画の策定

• 業務継続計画（BCP）の策定

• 関係機関との連携・協定

• ボランティアとの連携

• ハザードマップの作成

• 避難場所・避難所の設置

• 防災教育・防災訓練

• 消防団・自主防災組織の強化

等

• 備蓄

• 訓練

• 損害保険への加入 等

• 住宅の安全確保

• 家具、什器等の固定 等

・国土保全

・緊急輸送ルートの確保

・災害に強いまちづくり

・耐震補強

等

実施主体

16

(15)
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災害予防対策の検討

○地域に影響を及ぼす恐れのあるハザードと地域の脆弱性を理解のうえ、被害想
定とリスク評価を行った上で、災害予防対策を検討する

(16)

リスク
評価

災害
予防
対策

リスク 被害想定 発生確率＝ ×

被害想定 ハザード 地域の脆弱性＝ ，

等

（ハザードの理解）

ハザード

風水害津波災害 土砂災害火山災害 雪害地震災害

地 震 台風 ・ 豪雨火山噴火 豪 雪 等

ｆ （ )

被害抑止策 被害軽減策

（地域の脆弱性の理解）

脆弱性暴露
(量・パターン)

地域の
脆弱性



被害抑止策
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 災害に強い国づくり
• 災害に強い国土の形成

– 山腹崩壊地の復旧や落石防止、堤防、水門、
ダム等による治山・治水対策、岸壁・護岸の
耐震補強、下水道整備の耐震対策など国土
保全事業の推進

• 首都の防災性の向上
– 延焼遮断帯の整理等による市街地の不燃化、緊急輸送道路

沿道の建築物の耐震化による建物倒壊による道路閉そくの防止 等

 災害に強いまちづくり
• 災害に強いまちの形成

– 高台移転や土砂災害防止法に基づく特別警戒区域指定による土地・建物
に対する規制等、まちの災害特性に応じた適正な土地利用・建築規制

– 道路、河川・海岸保全施設の耐震化

• 建築物の耐震化等による安全確保
• ライフライン施設等の機能の確保

– ライフライン施設や廃棄物処理施設の耐震性、耐浪性の確保、浸水防止

対策等の実施 等

○「被害抑止」とは、ハザードが発生しても、それによる被害・損失の発生を抑
止すること

○洪水に対して堤防、水門、ダム、遊水池の整備、地震に対して構造物の耐
震補強など、原則、ハザードごとに、地域の特性に応じた被害抑止対策を実
施する必要がある

学校の耐震補強

津波・高潮対策

(17)



被害軽減策

19

○「被害軽減」とは、被害が発生してしまった、あるいは発生がほぼ確実である場合に、
それによる損失を極小化することである

○情報収集、応援要請、救助・救急、医療、消火、避難誘導、避難所運営等の災害対
応業務を迅速・的確に実施するためには、事前に計画策定・標準化やパートナーシッ
プの確立し、支援・連携のための事前準備をしておくことが重要

災
害
対
応
業
務

被災自治体が
行わなければならない業務

他の機関に応援・支援を
求められる業務

計画策定・
標準化

パートナー
シップ

・救助、救急活動
・医療、消火活動
・ボランティアの受入れ 等

・被災状況等の情報収集
・応援要請
・広報活動 等

・地域防災計画
・業務継続計画
・訓練 等

自治体における
事前準備

・協定締結
・受援計画
・避難所運営マニュアル
・要配慮者避難のための個
別計画

・訓練 等

・普及啓発
・地区防災計画
・訓練 等

自助・共助が中心
となる取組

・安否確認 ・避難誘導
・避難所運営 ・初期消火 等

支援・連携

(18)



災害対応

○発災後速やかに、災害対策本部の設置など必要な体制を確保する

○被害規模を早期に把握し、組織内部及び関係機関間で災害情報等を
収集・共有し、状況認識の統一を図る

○収集した情報を基に、災害対策の実施方針を決定し、人材・物資など
災害応急対策に必要な資源を適切に配分し、対策を実施する

○対策の実行にあたっては、関係機関と緊密に連携・調整を図る

状況認識の統一（情報共有・広報・情報発信）

【大前提】 インフラ機能維持（電力確保・道路確保・通信確保）

災害対策
本部設置

組織の対応

状況調査 状況把握 作戦立案
部隊配置
資源配置

撤収

輸送体制

通信体制

燃料確保

個別オペレーション

時間経過

20
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警報避難

○気象状況等の段階に応じて、情報収集や判断ができる体制を確保

○市町村は、あらかじめ災害種別ごと設定した「避難勧告等発令の判断基準」
を基に、迅速かつ適切に避難の必要性を判断し、躊躇することなく発令

○様々な伝達手段を組み合わせて、警報や避難情報を広く確実に伝達

21

 体制確保
• 気象状況を踏まえた体制移行の判

断基準をあらかじめ設定し、職員に
周知しておくこと

 警報等の伝達
• 警報等を住民等に迅速かつ的確に

伝達

 住民等の避難誘導
• 「立ち退き避難」が必要な住民等に対

し、避難勧告等を発令

• 様々な伝達手段による伝達

• 迅速かつ円滑な避難誘導

• 指定緊急避難場所の開設 等

 災害未然防止活動
• 河川堤防等の巡視等、災害を未然に

防ぐための応急対策

(20)



応急活動

22

(21)

○発災直後は、国の支援部隊と連携し、迅速かつ適切な救助・救急活動、医
療活動、消火活動を行う

○交通規制、施設の応急復旧、障害物除去等により交通を確保し、優先度
を考慮した緊急輸送ルートの確保を行う

○通信施設の応急復旧、危険箇所の応急工事、ライフライン施設・設備等の
応急復旧を行う

○必要に応じた住民の避難及び応急対策による二次災害防止対策を行う

緊急輸送ルートの確保

被害拡大・二次災害防止応急復旧

交通規制、施設の応急復旧、障害物除去等
により交通を確保

救助・救急、医療、消火活動

通信施設の応急復旧、危険箇所の応急工事、
ライフライン施設・設備等の応急復旧

住民の避難及び応急対策等による被害拡
大・二次災害防止

生命及び身体の安全を守るために最優先して
救助・救急、医療、消火活動を実施

応援部隊の派遣
警察災害派遣隊、緊急消防援助隊、自衛隊、TEC-FORCE

救助・救急活動、消火活動、医療活動、交通規制、応急復旧、被害拡大・二次災害防止活動を迅速かつ効果的に実施



被災者支援
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(22)

○「すまい」の再建や次の災害に向けた「そなえ」、収入などの「くらしむき」の安定、
「こころとからだ」の健康、「人と人とのつながり」の確保、「まち」の再建につい
て、住民自治や施策への参画・協働など「住民と行政とのかかわり」を密に、被
災者の生活を再建するための対策をバランスよく進めることが重要

「住民と行政とのかかわり」 を密に、各対策をバランスよく進める



復旧復興

: ○復旧に当たっては、被災施設の復旧事業、ライフライン施設等の復旧、災害
廃棄物の処理処分方法を確立し、迅速かつ適正な処理を行う

○大規模災害時には復興本部を設置し、復興計画を作成して、大規模復興法
等を活用しながら円滑かつ迅速な復興を図る

○復興に当たっては、現状復旧にとどまらず、再度災害防止、快適な都市環
境を目指した、復興特措法等も活用しながら防災まちづくりを行う

24

＜個人・家族＞
• 住まいの再建

• 見舞金、生活再建
支援金等の支給

＜地域基盤＞
• 都市基盤施設（インフラ・機能）
の再建・復興

• 創造的復興

＜地域社会＞
• 地区施設（公共施設等）
の整備

• 地域コミュニティ、人の絆づくり
＜企業・産業＞
• 事業継続の実現
• 災害復旧貸付等による運転資金
及び設備資金の融資

• 地域産業構造を踏まえた産業復興
政策の実施

• 特別相談窓口の設置
24

(23)
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